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道路占用制度の弾力化による道路維持管理への民間活用について

標記については、「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン（以
下「アクションプラン」という。）」（平成25年６月６日民間資金等活用事業推進
会議決定）において、「公的不動産の有効活用など民間の提案を活かしたＰＰＰ
事業」として具体的に推進すべき取組とされたほか、「日本再興戦略-JAPAN is B
ACK-」（平成25年６月14日閣議決定）においては、アクションプランを実行に移
すこととされたところである。

このため、地域の観光産業やエネルギー関連ビジネスの強化に資する占用物件
について道路占用料を減額するとともに、民間からの提案により実施される道路
維持管理への協力により官民連携を図ることとした。

これらに伴う道路占用料の取扱については、下記のとおりとするので、遺憾の
ないようにされたい。

なお、本取扱の実施状況を把握するため、下記の取扱により占用許可を行った
場合には、平成29年３月31日までの間、本省道路局路政課へ報告願いたい。

記

１ 対象物件
（１） 道路法施行令（昭和27年政令第479号）第７条第２号に掲げる太陽光発電

設備及び風力発電設備
（２） 都市再生特別措置法施行令（平成14年政令第190号）第15条に掲げる

① 広告塔又は看板で良好な景観の形成又は風致の維持に寄与するもの
② 食事施設、購買施設その他これらに類する施設で道路の通行者又は利用

者の利便の増進に資するもの
③ 道路法施行令第11条の９第１項に規定する自転車駐車器具で自転車を
賃貸する事業の用に供するもの

２ 占用料の額
１に掲げる占用物件の設置に併せて占用主体により提案される道路維持管理

への協力（占用区域以外の除草、清掃、植樹の剪定又は道路施設への電力供給
など）が行われる場合にあっては、道路法施行令で定める額の９０％を減額す
る。

３ その他
２の減額率を適用する場合においては、別に定める減額率は適用しない。


